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本年度予算額 前年度予算額 比 較 伸 率 備 考

一 般 会 計 8,403,504 8,959,919 △ 556,415 △ 6.2

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 1,756,318 1,776,543 △ 20,225 △ 1.1

国 立公園内森林保全事業特別会計 41,318 38,555 2,763 7.2

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 737,037 726,742 10,295 1.4

介 護保険事業特別会計 ( 保険勘定 ） 1,278,359 1,283,500 △ 5,141 △ 0.4

介護保険事業特別会計（サービス勘定） 14,403 20,844 △ 6,441 △ 30.9

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 192,478 185,522 6,956 3.7

小 計 4,019,913 4,031,706 △ 11,793 △ 0.3

病 院 事 業 会 計 1,623,387 1,960,497 △ 337,110 △ 17.2

水 道 事 業 会 計 616,424 564,235 52,189 9.2

小 計 2,239,811 2,524,732 △ 284,921 △ 11.3

14,663,228 15,516,357 △ 853,129 △ 5.5

令和３年度 斜里町予算(案)総括表
（単位：千円・％）

会 計 区 分
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会

計
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計

合 計
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本年度予算額 前年度予算額 比 較 伸 率 構成比 本年度予算額 前年度予算額 比 較 伸 率 構成比

1 町 税 1,731,678 1,934,460 △ 202,782 △ 10.5 20.6 1 議 会 費 75,348 80,960 △ 5,612 △ 6.9 0.9

2 地 方 譲 与 税 150,272 156,172 △ 5,900 △ 3.8 1.8 2 総 務 費 526,872 1,317,016 △ 790,144 △ 60.0 6.3

3 利 子 割 交 付 金 1,000 2,000 △ 1,000 △ 50.0 0.0 3 民 生 費 1,536,356 1,561,035 △ 24,679 △ 1.6 18.3

4 配 当 割 交 付 金 4,300 3,000 1,300 43.3 0.1 4 衛 生 費 1,205,557 1,109,004 96,553 8.7 14.3

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

2,000 1,000 1,000 100.0 0.0 5 労 働 費 1,488 1,550 △ 62 △ 4.0 0.0

6
法 人 事 業 税
交 付 金

8,000 8,800 △ 800 △ 9.1 0.1 6 農 林 水 産 業 費 502,839 466,288 36,551 7.8 6.0

7 地方消費税交付金 238,000 276,000 △ 38,000 △ 13.8 2.8 7 商 工 費 136,874 145,304 △ 8,430 △ 5.8 1.6

8
環 境 性 能 割
交 付 金

5,200 6,900 △ 1,700 △ 24.6 0.1 8 土 木 費 937,865 988,672 △ 50,807 △ 5.1 11.2

9 地方特例交付金 98,200 5,900 92,300 1564.4 1.2 9 消 防 費 528,569 456,821 71,748 15.7 6.3

10 地 方 交 付 税 3,343,500 3,239,668 103,832 3.2 39.8 10 教 育 費 754,001 716,505 37,496 5.2 9.0

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

1,200 1,500 △ 300 △ 20.0 0.0 11 公 債 費 1,142,616 1,066,356 76,260 7.2 13.6

12 分担金及び負担金 55,273 69,990 △ 14,717 △ 21.0 0.7 12 職 員 給 与 費 1,054,119 1,049,408 4,711 0.4 12.5

13 使用料及び手数料 220,518 230,101 △ 9,583 △ 4.2 2.6 13 予 備 費 1,000 1,000 0 0.0 0.0

14 国 庫 支 出 金 526,183 554,464 △ 28,281 △ 5.1 6.3

15 道 支 出 金 442,383 523,494 △ 81,111 △ 15.5 5.3

16 財 産 収 入 25,843 31,074 △ 5,231 △ 16.8 0.3

17 寄 附 金 40,870 8,027 32,843 409.2 0.5

18 繰 入 金 271,229 374,435 △ 103,206 △ 27.6 3.2

19 繰 越 金 100,000 100,000 0 0.0 1.2

20 諸 収 入 171,055 143,884 27,171 18.9 2.0

21 町 債 966,800 1,289,050 △ 322,250 △ 25.0 11.5

8,403,504 8,959,919 △ 556,415 △ 6.2 100.0 8,403,504 8,959,919 △ 556,415 △ 6.2 100.0合 計 合 計

令和３年度 一般会計予算(案)総括表
（単位：千円・％）

歳 入 歳 出

区 分 区 分
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【まち・ひと・しごと創生総合戦略事業】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

14. ○ 6,857 3,428 3,429
地 方 創 生
推進交付金

○ 1,000 1,000

○ 1,500 1,500

○ 15,000 7,500 7,500
地 方 創 生
推進交付金

○ 153 153結 婚 ・ 子 育 て
地 域 創 造
戦 略 事 業 費

令和３年度 主な投資的事業一覧表

雇用創出･交流･
ブランディング
地域創造事業費

まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

事業の目的・概要事 業 費 名款項目

2款1項

２歳未満の乳幼児を育てている世帯に、紙おむつな
どの一般ごみが増加する支援として、斜里町指定ご
み袋を配布する。
・80世帯×100枚

新・継区分 財 源 内 訳

知床しゃりブランド推進事業

乳幼児家庭用ごみ袋配布事業

平成27年度以降の事業実績を踏まえ、継続してテレ
ワーカーの受入れ体制を確保しつつ、企業やテレ
ワーカーの将来的な定着に向けた取り組みを行う。

テレワーク推進事業

斜里町の優れた商品を知床しゃりブランド認証品と
して広く全国に発信し、地域産業の振興と地域の活
性化を図るため、知床しゃりブランド運営委員会に
対し助成する。

備考予算額

知床観光ブランディング強化事業

地場産業活性化チャレンジ事業

地場産品の研究開発、販売促進や消費拡大につなが
る事業を行う個人及び企業等に対し助成すること
で、地場産業及び地域経済の活性化を図る。

令和２年度まで行ったブランディング事業の成果
を、発展的かつ具体的に展開し、継続的にブラン
ディング強化策を講じることで、新たな知床のブラ
ンドイメージの獲得と浸透を図り、地域価値の向上
を目指す。
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事業の目的・概要事 業 費 名款項目

新・継区分 財 源 内 訳
備考予算額

14. 〇 93 93

〇 338 338

〇 2,643 2,643

〇 200 200

○ 1,600 400 1,200

まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

出産お祝い事業

ウトロ地域子育て支援拡充事業

妊産婦安心出産支援事業

分娩可能な産科医療機関までの距離が遠く、妊産婦
健康診査、出産にかかる交通費の経済的負担の軽減
を図り、安心して妊娠、出産できるよう支援する。

結 婚 ・ 子 育 て
地 域 創 造
戦 略 事 業 費

保育士研修事業

子どもの出生を町ぐるみでお祝いし、子育てのス
タートを支援する。
・ミズナラ製名前入りスプーンのプレゼント
・ベビーカーの無償貸与（乳幼児期間、希望者のみ）

ウトロ地域の18歳未満の全ての子どを対象とした居
場所づくり事業としてウトロ子どもセンター事業を
実施する。

不妊治療助成事業

少子化対策として、不妊治療を受けている方の経済
的負担軽減を図るため、不妊治療費の一部を助成す
る。

町内の保育園・保育所の保育士に対し研修を行い、
町の保育の質の向上を図る。

- 4 -



新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事業の目的・概要事 業 費 名款項目

新・継区分 財 源 内 訳
備考予算額

14. ○ 800 800

○ 800 500 300

過疎対策
事業債

〇 6,978 6,000 978

過疎対策
事業債

○ 2,836 990 1,846
介 護 職 員
初任者研修
受 講 料

○ 58 58

○ 13,820 13,820

まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

農村後継者の婚活を支援する協議会に対して助成金
を交付し、独身農業青年の出会いの場の創出を図
る。

住 み 続 け た い
ま ち づ く り
地 域 創 造
戦 略 事 業 費

結 婚 ・ 子 育 て
地 域 創 造
戦 略 事 業 費

農村後継者対策推進事業

地域における住民生活に必要な公共交通の確保につ
いて「斜里町地域公共交通活性化協議会」において
協議・検討を進め、地域の実情に沿った交通体系の
確立を図るために必要な経費を負担する。

子育て世帯が中古住宅購入に合わせリフォームを行
う工事費の一部を助成することで、町内で安心して
子育てができる住環境の整備を図る。

町立学校と保育園、認定こども園、高校、福祉機関
との連携をすすめ、特別支援教育を必要とする児童
生徒の成長に応じた教育の場と体制を確保する。

快適住まいのリフォーム事業（子育て世帯）

特別支援教育充実事業

地域公共交通活性化事業

介護・障がい福祉職場のマンパワー確保のため、
キャリアアップの支援、技術の向上、離職防止、介
護のイメージアップを総合的に推進する。

介護従事者マンパワー確保事業

町民委員無作為抽出公募登録制度事業

町民の町政への参画意識を醸成し、協働のまちづく
りを進める環境整備を図るため、無作為に抽出した
町民を対象に、町の付属機関の委員として町政に参
画したい方々を募り、公募委員候補者として事前に
登録する。
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【議 会 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

1款1項
1. 議 会 費 ○ 1,568 1,568

○ 440 440

○ 564 564

議 員 活 動
研 修 事 業 費

事業の目的・概要

議会運営委員会所管事務調査事業

任期4年間のうち1回、議会運営委員会による道内所
管調査を実施し、議会改革の先進地事例の取り組み
を学ぶことによって、議会活動の見える化や、議会
運営・事務の効率化等を図る。

議員による道外視察研修を実施し、先進地事例の取
り組みを学ぶことによって、議員のさらなる資質向
上を図る。

議員道外視察研修事業

財 源 内 訳
備考予算額

新・継区分

北海道大学との包括連携事業議 会 改 革
推 進 事 業 費

事 業 費 名款項目

議会の活性化に繋げるため、北海道大学との包括的
連携協定により、議会の課題解決に係る調査協力、
講演等を通じた人的、知的交流を図る。
また、議会改革の先進地から講師等を招聘し、議会
活動の見える化や、議会運営・事務の効率化・政策
形成に寄与するための研修会や意見交換等を行う。
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【総 務 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

2款1項
4. ○ 5,165 5,165

〇 1,056 1,056

○ 11,046 7,947 3,099

8. 会計管理費 〇 880 880

9. ○ 2,035 2,035

備考

事務機器更新事業

事業の目的・概要

建設課で使用している地籍調査システム等の安定し
た稼働のため、パソコンの更新を行う。また、老朽
化しているプリンタの更新も併せて行う。

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

行 政 事 務
Ｏ Ａ 化
シ ス テ ム
推 進 事 業 費

庁内ＬＡＮパソコン等整備事業

北洋銀行役場派出所経費負担事業

指定金融機関との連携・協働の象徴的存在として、
また住民サービス維持のため、北洋銀行役場派出所
設置に係る経費の一部を負担する。

会計管理事業費

財政管理事業費

庁舎の両面同時印刷機の老朽化が著しいため更新す
る。

議事録作成音声記録支援システム導入事業

AI音声認識ソフトを導入し、議事録等作成の効率化
を図る。

社 会 保 障 ・
税 番 号 制 度
シ ス テ ム
整 備 事 業 費

社会保障・税番号制度システム整備事業

マイナンバー制度における情報連携に関するシステ
ム及びデータレイアウトの改修等を行う。

行 政 事 務
Ｏ Ａ 化
シ ス テ ム
推 進 費

財政管理費

- 7 -



新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

10. 財産管理費 ○ 2,372 2,372

11. 企 画 費 ○ 194 194

○ 650 650

〇 4,632 4,632

○ 50 50

○ 30,000 30,000

地 域 お こ し
協 力 隊 事 業 費

ふるさと納税制度を活用し、地域の特産品のPRや消
費拡大の他、観光誘客の促進による地域活性化を推
進するため、ポータルサイトでの寄附金募集を行
う。

町営住宅維持管理事業

ＩＣＴを活用した定住条件の強化に向けた取り組み
を推進する、斜里町スマート定住推進協議会の運営
に係る負担金。

町 営 住 宅
管 理 事 業 費 ①港町中央団地(1棟20戸5階建）の連結送水管の耐圧

性能点検を行う。572千円
・耐圧試験専用車による、圧力試験

②新望岳団地各棟の共用部玄関のバリアフリー化改
修を行う。1,800千円
・縁石切、段差解消、アスファルト舗装 等

斜里町スマート定住推進事業

個人版ふるさと納税推進事業

地域おこし協力隊事業（情報発信関係分）

町民総幸福度調査研究事業

幸せを実感できる住みよいまちづくりの実現に向
け、町民総幸福度調査に係る基礎研究などに取り組
む。

地域おこし協力隊を採用し、動画やSNSを活用したオ
ウンドメディアの魅力化や、庁内及び地域課題の解
決に向けたICT導入に係る取組みの推進を図る（1
名）。

行 政 調 査
研 究 事 業 費

広 域 行 政
運 営 事 業 費

斜里町スマート
定住推進事業費

個人版ふるさと
納税推進事業費

女満別空港利用促進事業負担事業

女満別空港の利用促進のため、周辺市町及び関係機
関で構成する「女満別空港整備・利用促進協議会」
が行う事業経費の一部を負担する。
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

13. 防災対策費 ○ 645 645

○ 621 621

16. ○ 5,500 5,500

○ 324 324

○ 2,500 2,500

地域の防災力と意識向上のため総合防災訓練を実施
する。（3年に1度開催）

総合防災訓練事業

JR釧網本線維持活性化沿線協議会負担事業

JR釧網本線維持活性化沿線協議会の構成自治体にお
ける負担金。

災害対策整備強化事業

災害時の円滑な初期対応を図るため、計画的にポー
タブル発電機の整備を行う。また、LGWANで稼働する
地図情報を活用し、要支援者情報や被害状況などを
スムーズに共有できる体制を構築する。

協 働 に よ る
ま ち づ く り
推 進 事 業 費

不採算バス路線維持確保助成事業

斜里網走間のバス路線維持に要する費用について助
成を行う。

協働によるまちづくり推進事業

町民との「協働によるまちづくり」を推進するた
め、地域コミュニティ活動の中心となる自治会及び
自治会連合会が実施するソフト事業に対して助成を
行う。

地 域 防 災
対 策 事 業 費

住 民 交 通 機 関
助 成 事 業 費

住 民 活 動
推 進 費
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

18. 街灯施設費 ○ 11,781 11,781

19. 〇 238 238

22. 〇 2,500 2,000 500
ふるさと応
援 「 み ど
り 」 基 金

〇 2,574 1,000 1,574
ふるさと応
援 「 み ど
り 」 基 金

〇 8,976 5,000 3,976
ふるさと応
援 「 み ど
り 」 基 金

ヒグマ管理対策事業

ヒグマの保護管理をすすめ、人身事故を未然に防ぐ
ための措置及び出没時の対応体制を整える。

国立公園内の利用集中に伴う自然環境への影響や混
雑を緩和するため、一定期間の自動車乗り入れを規
制し、シャトルバスを運行する。

低炭素化社会の実現と財政負担の軽減を図るため、
平成28年度に実施した公設街路灯LED化に伴うリース
事業の経費。
・リース期間：平成28年度～令和8年度

自 然 保 護
対 策 事 業 費

自 然 保 護
対 策 費

国立公園内自動車利用適正化対策事業

公 設 街 路 灯 等
LED 化 事 業 費

貸与用チャイルドシート購入事業

公設街路灯等ＬＥＤ化事業

自然環境保護管理対策事業

国立公園・国定公園・道立自然公園などの自然保護
地域における自然環境・野生生物の保護管理活動を
行う。

交通安全推
進 費

交 通 安 全 推 進
事 業 費

一時的にチャイルドシートを使用する場合に貸与す
る、新たな制度を開始するために必要なチャイルド
シートを購入する。
・購入予定台数：9台（年齢区分のないタイプ）

自 然 環 境 保 護
管理対策事業費
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

24. ○ 1,828 1,828 0

立木素材
売払収入

○ 7,390 3,828 1,972 1,590

立木素材
売払収入

2款2項

1. 賦課徴収費 ○ 2,123 2,123

2款3項 〇 2,500 2,500 0

1.

適期施業による町有林管理を進めるため、現況調査
を行う。

町有林管理調査事業

戸 籍 住 民
登 録 費

戸 籍 住 民 登 録
一 般 事 業 費

個人番号カード交付推進事業

オンラインで確実な本人確認ができるマイナンバー
カードはデジタル社会の基盤となるものであること
から、交付体制の拡充を図る。

町有林整備事業

補助事業を活用し、町有林の適正な維持管理(施業）
を行う。
・施業箇所：越川（皆伐・間伐・下刈）

日の出・峰浜・来運（下刈）

町 有 林
管 理 費

路線価評価業務委託事業

令和６基準年度固定資産（土地）評価替に向け、現
状の市街地分布を価格形成要因に反映させるため、
標準宅地および路線価の見直しを行う。
・債務負担行為額 4,857千円

町 有 林
整 備 事 業 費

町 有 林
管 理 事 業 費

賦 課 事 業 費 債務負担行為
R4～R5
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【民 生 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金道支出金 町債 その他 一般財源
3款1項

2. ○ 3,316 1,082 585 1,649

3款1項

5. 老人福祉費 ○ 7,640 7,640

○ 9,846 8,000 1,846

過疎対策
事業債

○ 9,325 9,325

障がい児者が住み慣れた地域で安心して暮らしてい
けるよう様々な支援を提供するための「基幹相談支
援センター」の設置を行う。設置は法人へ委託を行
い、斜網地域自治体（1市4町）を整備区域として共
同設置する。

事 業 費 名款項目 事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

備考

基幹相談支援センター運営事業

地域交流敬老事業

障害者地域生活
支 援 事 業 費

デ イ サ ー ビ ス
運営支援事業費

自治会内の高齢者の長寿を祝うとともに地域におけ
る世代間の交流を目的とした地域交流敬老事業等を
実施する場合に、75歳以上となる方を対象としてそ
の経費を助成する。
ただし、令和元年度の対象者については経過措置と
して引き続き対象とし、令和3年度は72歳以上を対
象、令和6年度に75歳になるまで段階的に引上げとな
る。

ウトロデイサービス事業運営費助成事業

ウトロ地区の高齢者福祉サービスの確保のため、ウ
トロデイサービス事業の収支不均衡分について、事
業者責任において補えない分を補助する。

心身障害者
及び母子特
別 対 策 費

高齢者福祉推進
事 業 費

地 域 お こ し
協 力 隊 事 業 費

地域おこし協力隊事業（特別養護老人ホーム分）

介護従事者マンパワー計画に基づき「移住希望者を
対象にした新たな働き方の提供」の一環として、斜
里福祉会の就労を中心とした介護支援を担う地域お
こし協力隊の受け入れを行う（2名）。
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新 継 国庫支出金道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目 事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
備考

3款1項

6. ○ 923 809 114

介護保険
事業特別
会計繰入
金

3款2項

6. 〇 2,258 1,693 565

〇 1,641 500 500 641

○ 13,942 13,942

地域子ども・子
育て支援事業費

ファミリー・サポート・センター事業

ファミリー・サポート・センター事業の周知・利用
調整等、センター運営に係る業務を委託する。ま
た、事業を利用する会員に対し利用料金の一部を助
成し、子育て世帯の負担軽減を図る。
・運営業務委託 1,591千円
・利用料助成 50千円

在宅福祉推
進 費

認知症高齢者支
援 事 業 費

認知症高齢者支援事業

後期高齢者人口の増加により認知症高齢者は今後ま
すます増加することが予測されることから、「予
防」と「共生」に向けた事業を総合的に展開する。
・認知機能検査費用助成事業
・認知症事故救済事業

認定こども園保育補助者雇上強化補助事業

民間の認定こども園が保育教諭の業務負担軽減を図
るために雇用する「保育補助者」に係る費用の一部
を補助する。

地域おこし協力隊事業（子育て支援事業分）
地域おこし協力隊を町の保育・子育て分野に誘致し
町の子育て環境の充実を図る（3名）。

地 域 お こ し
協 力 隊 事 業 費

子 ど も ・
子 育 て
支援対策費

子どものための
教 育 ・ 保 育
事 業 費
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【衛 生 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

4款1項
1. ○ 5,211 464 4,747

人工透析
患者送迎
負 担 金

○ 4,218 4,218

2. 環境衛生費 ○ 25,000 25,000 0

辺地対策
事 業 債

○ 1,300 1,300

3. ○ 1,693 1,100 593

介護会計
繰入金
（保険者
機能強化
推進交付
金）

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
款項目 事 業 費 名 備考

越川水道整備事業

小清水赤十字病院による無料送迎バスが廃止となっ
たことから、令和3年度までの経過措置として、介護
タクシーを運営委託する。

斜網地域で唯一分娩が可能な網走厚生病院の周産期
医療体制を安定的に維持するため、斜網地域自治体
（1市4町）で人口と分娩利用数に応じてその経費を
負担する。

地 域 医 療
対 策 事 業 費

成人保健事業費

環 境 衛 生
一 般 事 業 費

越川水道組合の新設した配水池からの配水管を更新
する（5年計画の5年目）。
・L=200ｍ

人工透析患者送迎支援事業

斜網地域周産期医療支援事業

オホーツク斎場1号及び2号火葬炉のチェーンブロッ
クが老朽化しており、故障時には火葬業務が困難と
なるため更新を行う。
・火葬炉チェーンブロック更新工事（2台）

保 健 衛 生
管 理 費

保 健 対 策
推進事業費

オホーツク斎場設備修繕事業

18歳から65歳未満の町民が健康づくりに興味を持
ち、継続して健康行動（ウォーキング）に向かう動
機づけとして健幸ポイント（行政ポイント）を付与
し、町民の健康の保持・増進を図る。
また、禁煙治療費の一部を助成し、禁煙を推奨し、
生活習慣やがんの予防を図る。
・総事業費4,175千円のうち1,693千円

残額2,482千円は介護会計（保険勘定）で計上

健康意識向上事業

環 境 衛 生 施 設
維持管理事業費
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
款項目 事 業 費 名 備考

4. 予 防 費 ○ 1,817 777 1,040

5. ○ 911 455 456

4款2項
2. ○ 384 384

○ 20,646 20,646

〇 14,927 14,927

粉体生成物を道内セメント工場に運搬し、セメント
原料として再生処理を行うことで、余剰となってい
る生成物の解消を図る。
・600トン処理予定

エコクリーンセンターにおいて製造している生成物
について、消費先確保のため、調査を行う。

エコクリーンセンター資源化施設の継続的な利用の
ため、必要な修繕を行う。
・バグフィルタ内部ろ布購入
・高濃度脱臭設備補修
・バイオボイラー内部補修

資源化生成物再生処理事業

資源化施設処理機器修繕事業

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため
に、産婦健康診査費用及び要支援産婦への専門職に
よる産後ケアの費用を助成する。

風しん抗体保有率の低い世代の男性に対して、抗体
検査と予防接種の費用を助成することにより、風し
ん感染拡大を防ぎ、妊娠中に感染して生じる出生児
の先天性風しん症候群を予防する。

産婦健康診査・産後ケア事業

廃 棄 物
処 理 費

感 染 症 予 防
事 業 費

母 子 保 健
対 策 事 業 費

母 子 保 健
対 策 費

資源化施設生成物需要調査事業廃 棄 物
処 理 事 業 費

風しん感染拡大予防対策事業
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
款項目 事 業 費 名 備考

2. ○ 5,525 5,525

○ 3,555 3,555

○ 7,753 7,500 253

過疎対策
事 業 債

〇 5,830 5,830

3. ○ 16,588 7,840 8,748

〇 2,472 2,472

一般廃棄物処理基本計画策定事業

一般廃棄物広域処理事業

廃棄物処理運搬等で使用する、2トン平ボディー車、
軽ダンプ車を購入する。

一般廃棄物処理基本計画が令和4年度に15年の計画期
間を終えることから、新たな基本計画の策定等を行
う。

燃えないごみのうち可燃性のもの50トンを大空町の
焼却施設において処理をすることで、最終処分場の
延命化を図る。

堆 肥 化 処 理
事 業 費

堆肥化施設処理機器修繕事業

エコクリーンセンター堆肥化施設の継続的な利用の
ため、必要な修繕を行う。
・発酵槽攪拌装置

小型家電処理事業

これまで0.1円／kgで売却していた小型家電について
令和３年度から売却不可となったため、運搬経費と
処理経費を負担する。

廃 棄 物
処 理 費

廃 棄 物
処 理 事 業 費

リサイクル
推進事業費

リ サ イ ク ル
推 進 事 業 費

エコクリーンセンターにおいて製造している生成物
ペレットを道内製鉄所に鎮静剤や抑制剤として売却
する。
・600トン製造予定

ごみ運搬車購入事業

生成物製品化加工事業
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【農林水産業費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

6款1項
1. ○ 947 947

6款1項

2. 農業振興費 ○ 1,463 1,463 0

○ 4,635 4,635 0

○ 6,897 6,897

10. ○ 136,934 102,660 31,000 3,274

過疎対策
事 業 債

12. ○ 7,323 3,846 1,738 1,739

受 益 者
分 担 金

農 業
委 員 会 費

農業委員会活動
促 進 事 業 費

農業委員道内視察研修事業

農業委員の資質向上と情報収集を目的に、道内の農
業委員会や先進地、関連施設等への訪問研修を実施
する。

多 面 的 機 能
支払支援事業費

美 咲 排 水 機 場
管 理 事 業 費

事 業 費 名 事業の目的・概要
新・継区分 財 源 内 訳

備考予算額

経営所得安定対策推進事業

経営所得安定対策の実施に必要となる要件確認等の
推進事業に対して補助金を交付し、事業の円滑な対
応を図る。

多面的機能支払支援事業

農業農村の多面的機能の維持・増進を図るため、地
域の活動組織等が主体となって取り組む農地の草刈
りや排水路の床ざらいなどの農地維持活動に対して
交付金を交付する。

美咲排水機場管理事業

款項目

農 業 振 興
事 業 費

病害虫まん延防止対策支援事業

令和2年度より病害虫のまん延防止対策として、でん
粉原料用馬鈴しょの集荷体制を庸車に切替えたこと
による、しれとこ斜里農業協同組合が負担する事業
費の一部を支援する。

基 幹 水 利
施 設 管 理
事 業 費

農 業 開 発
事 業 費

病 害 虫 防 除
対 策 事 業 費

病害虫防除対策事業

緊急防除対策の実施に併せ、啓発看板の設置等の病
害虫のまん延防止対策を行う。

美咲排水機場の維持管理を団体営土地改良事業（基
幹水利施設管理事業）により行い、施設運営経費の
負担軽減を図る。
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名 事業の目的・概要

新・継区分 財 源 内 訳
備考予算額款項目

12. ○ 10,096 5,400 1,469 3,227

受 益 者
分 担 金

1,383
雑 入

86

○ 23,987 5,836 18,151

受 益 者
分 担 金

5,601
雑 入

235

13. ○ 69,433 7,187 12,700 41,745 7,801

過疎対策
事 業 債

受 益 者
分 担 金

○ 50,993 48,852 2,141
国 営 畑 総
事業負担金
等準備基金
繰 入 金

○ 27,500 27,500 0

過疎対策
事 業 債

基 幹 水 利
施 設 管 理
事 業 費

道 営 農 道
整 備 事 業 費

右 岸 排 水 機 場
管 理 事 業 費

斜 網 地 域
維持管理事業費

道 営 農 業 農 村
整 備 事 業 費

道 営 地 域 用 水
環境整備事業費

斜網地域畑地かんがい施設を1市4町で共同管理する
ため、管理運営協議会（事務局：小清水町）に対し
負担金を支出する。また、緑ダム及び清泉頭首工の
維持管理を団体営土地改良事業（基幹水利施設管理
事業）により行い、施設運営経費の負担軽減を図
る。

右岸排水機場管理事業

右岸排水機場の維持管理を団体営土地改良事業（基
幹水利施設管理事業）により行い、施設運営経費の
負担軽減を図る。

斜網地域畑地かんがい施設維持管理事業

道営農道整備特別対策事業

豊倉4号道路は、造成から15年以上が経過し、車両の
大型化、交通量の増加などにより、わだち掘れや舗
装のひび割れが生じていることから、当事業を活用
し道路性能の回復を図る。
・豊倉4号道路 Ｌ=320m

道営農業農村整備事業

斜里町内（川上大栄地区、峰浜豊倉地区）の圃場整
備（区画整理・暗渠排水等）を行い、農業経営基盤
の安定・強化を図る。

道営地域用水環境整備事業

清里町、小清水町、斜里町、網走市、大空町におい
て緑ダムが有する「包蔵水力」を活用した小水力発
電施設の整備を行い、斜網地域畑地かんがい施設の
維持管理費の軽減を図る。

道 営 農 業
農 村 整 備
事 業 費
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名 事業の目的・概要

新・継区分 財 源 内 訳
備考予算額款項目

6款2項
1. 林業振興費 ○ 1,904 1,904 0

森 林 環 境
譲 与 税
基金繰入金

1. 林業振興費 ○ 9,988 2,705 7,283 0
森 林 環 境
譲 与 税
基金繰入金

○ 9,472 9,472

6款3項
1. 水産振興費 ○ 300 300

○ 300 300

2. 漁港管理費 ○ 4,800 4,800 0

過疎対
策事業債

○ 7,766 7,700 66

過疎対策
事 業 債

水 産 振 興
対 策 事 業 費

漁港一般事業費

鮭、日本一のまちＰＲ事業

斜里第一、ウトロの両漁協と連携し、鮭日本一の認
知度向上を目指してPR事業を行う。
・総事業費 900千円（町、両漁協各300千円）

北海道が行う知布泊漁港の機能保全事業に対する負
担金。

斜里漁港整備事業

北海道が行う斜里漁港の機能保全事業に対する負担
金。

知布泊漁港整備事業

浅海資源調査助成事業

両漁協が行う浅海資源（ナマコ・ウニ・エビ・コン
ブ）の資源動向を把握するための調査等に助成す
る。

林業一般事業費

基金積立事業費

林業専門指導職員雇用事業

森林・林業の専門的な知識及び技術を有する林業専
門指導職員を雇用し、森林施業の促進を図るととも
に、森林について普及啓発を図る

森林環境譲与税基金積立事業

森林整備及びその促進に必要な事業に要する経費の
財源に充てるため、森林環境譲与税を斜里町森林環
境譲与税基金に積み立てる。

斜里町みどり豊かな森林環境整備促進事業

民有林の各種施業に対し、森林環境譲与税基金を活
用し、補助を行うことで、森林整備の促進を図る。

民 有 林
振 興 事 業 費
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名 事業の目的・概要

新・継区分 財 源 内 訳
備考予算額款項目

2. 漁港管理費 ○ 549 549

3. ○ 8,040 8,040

○ 3,000 3,000 0

さけ・ます
自然産卵環
境保全拡大
事業寄附金

知 布 泊 漁 港
利用調整事業費

知布泊漁港利用調整事業

斜里町さけます増殖協力会助成事業

さけ・ますの自然産卵環境を調査し、遡上障害と
なっている落差を改善することにより、資源の底上
げと安定化を図る。
・海別川への可搬式魚道設置試験

さけます地場資源増大への増殖振興対策として、協
力会事業に対し助成する。

さけ・ます自然産卵環境保全拡大事業

知布泊漁港に集中する釣り人が漁業活動を阻害しな
いように、利用調整会議で検討した各種対策を行
う。

さ け ・ ま す
ふ 化 事 業 費

さ け ・ ま す
自 然 産 卵
環 境 保 全
拡 大 事 業 費

さけ・ます
ふ化事業費
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【商 工 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

7款1項
1. 商工振興費 ○ 2,152 2,152

○ 1,400 1,000 400

過疎対策
事 業 債

3. ○ 4,800 4,800

4. 観 光 費 〇 5,213 5,213

〇 13,977 13,977

款項目 事 業 費 名 事業の目的・概要
財 源 内 訳

備考
新・継区分

予算額

知床しゃりビジネスサポート事業

小規模企業に対する相談窓口・支援機関を整備し、
事業者の経営安定や事業開発、成長発展の後押しを
行うことで、商工業の活性化を図る。

観光施設修繕事業（各種施設）

・夕陽台の湯ろ過機等修繕 3,707千円
・オシンコシン臨時駐車場修繕 700千円
・オロンコ岩遊歩道修繕 379千円
・ウナベツスキー場ロッジ渡廊下撤去工事 427千円

商 工 業 振 興
対 策 事 業 費

ポテトカード利用促進支援事業

斜里ポテト協同組合で展開するカード事業に対し、
斜里町商工会と連携して支援を行い、地域カードと
しての魅力を高め、町内消費拡大を図る。
・行政ポイント発行事業分（1,652千円）
・消費拡大対策事業分（商工会助成 500千円）

地 場 産 品
振興対策費

地 域 お こ し
協 力 隊 事 業 費

地域おこし協力隊事業（地域プラットフォーム支援分）

地域プラットフォームの設立及び初期運営を支援す
るため、一般社団法人知床しゃりに、「地域おこし
協力隊」を派遣する（3名）。

地 場 産 品 振 興
対 策 事 業 費

しれとこ産業まつり助成事業

産業まつりの開催経費を実行委員会に対し助成し、
地場産業のＰＲ及び産業振興を図る。

観 光 施 設 維 持
管理整備事業費
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【土 木 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

8款2項
1. ○ 1,500 1,500

○ 2,000 2,000 0

過疎対策
事 業 債

○ 1,000 1,000

○ 81,000 15,000 700 65,300

○ 1,500 1,500

財 源 内 訳

道 路 橋 梁
維 持 費

道 路 維 持
管 理 事 業 費

街路樹等剪定事業

新・継区分
事業の目的・概要 備考予算額

市街地の街路樹や郊外の自生木の枝が道路の安全な
通行を妨げていることから、計画的な枝払いを実施
し、交通の安全を確保する。

款項目 事 業 費 名

道路側溝吐口改修事業

前浜ピットの内部に堆積している土砂が浸透機能の
低下をまねいていることから、定期的な清掃を行う
とともに計画的な改修を行う。

一般道路維持及び除排雪事業

道路は地域の生活、社会経済活動を支える重要な公
共施設であるため、町道の維持及び除排雪業務を委
託し、安心・安全な道路交通の確保を図る。

道路側溝等改修事業（中斜里地区側溝等改修）

中斜里市街の道路排水施設が、破損や勾配不良で機
能低下しており、浸水被害の要因となっていること
から、側溝等の改修を行う。

落石防護網等崩土除去事業

ウトロ地区の町道斜面に設置している落石防護網の
機能回復を図るため、防護網が捕捉している崩積土
を定期的に除去し、安全な道路を確保する。
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

財 源 内 訳新・継区分
事業の目的・概要 備考予算額款項目 事 業 費 名

1. ○ 3,300 3,300 0

2. 〇 35,000 35,000 0

辺地対策
事 業 債

〇 24,000 24,000 0
辺地対策
事 業 債

〇 50,341 16,200 33,800 341

過疎対策
事 業 債

〇 25,020 13,512 11,500 8
過疎対策
事 業 債

道 路 新 設
改 良 費

道路改築事業費

社 会 資 本
整 備 事 業 費

羅萠道路整備事業

・全体事業：道路改良 L=1,605m W=5.5(7.5)m
・既終了分

道路改良延長 L=1,465m、舗装工事延長 L=1,225m
・令和3年度分

道路改良延長 L=140m、舗装工事延長 L=380m
ボックスカルバート 1基

ウトロ環状道路整備事業

ウトロ地区防災計画で避難路に位置付けられてい
る、ウトロ環状道路（香川坂区間）の歩道拡幅の改
修及び擁壁の改修を行う。
・改修工事（歩道拡幅及び擁壁改修）

産業用道路として大型車の交通量が非常に多くなっ
ているが、狭隘な道路により通行に支障が生じてい
るため、拡幅整備を行う。
・全体事業：道路改良 L=550m W=5.5(8.0)m
・令和3年度

実施設計及び土質調査
用地買収

道 路 橋 梁
維 持 費

道 路 維 持
管 理 事 業 費

道道知床公園線除雪業務委託事業

道道知床公園線の除雪作業を斜里町で北海道から受
託し、町の除雪機械を除雪業者に貸与して町道と一
体的に委託することでウトロ地区の除雪作業の効率
化を図る。

三井橋改修事業

三井橋は老朽化による損傷が著しく、通行に支障が
あるため改修を行う。

中斜里6号道路整備事業
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

財 源 内 訳新・継区分
事業の目的・概要 備考予算額款項目 事 業 費 名

2. 〇 36,641 20,400 16,100 141

過疎対策
事 業 債

〇 34,754 19,200 15,300 254

過疎対策
事 業 債

8款4項
3. 〇 4,000 4,000 0

過疎対策
事 業 債

4. 〇 150,000 150,000 0

過疎対策
事 業 債

8款6項
1. 〇 6,200 5,000 1,200

過疎対策
事 業 債

防災・安全社会
資本整備事業費

住 環 境
整 備 費

住 宅 施 策
推 進 事 業 費

快適に暮らせる住環境の整備や寒冷地向け住宅の普
及促進のため、住まいの長寿命化、省エネ化、安全
性向上等のリフォーム工事費の一部を補助する。

長寿命化計画に基づき、計画的に修繕を行う。
・橋梁点検（16橋）
・修繕工事（東富士橋）

地方道路等
整備事業費

地 方 道 路
整 備 事 業 費

公 園 広 場
管 理 費

橋梁長寿命化事業

中斜里保育所の園庭としても利用されている、中斜
里農村公園の老朽化した木製遊具の改修と滑り台の
更新を行う。

中斜里農村公園改修事業

道路保全事業（舗装修繕）

道路ストック総点検の結果に基づき道路舗装につい
て保全対策工事を実施し、道路性能の回復を図る。
・以久科豊倉6号道路 L=840m

快適住まいのリフォーム事業（一般世帯）

地方道路長寿命化事業

道路管理計画に基づき、市街地内における道路改
良・2次改築・舗装修繕工事を行う。
・改良工事 青葉西2丁目通、他5路線
・舗装工事 中斜里東1線道路

道 路 新 設
改 良 費

農 村 公 園 管 理
事 業 費

- 24 -



新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

財 源 内 訳新・継区分
事業の目的・概要 備考予算額款項目 事 業 費 名

2. ○ 35,122 17,536 17,500 86
公 営 住 宅
建設事業債

○ 37,400 14,144 23,200 56
公 営 住 宅
建設事業債

町 営 住 宅
建 設 事 業 費

町 営 住 宅
建設事業費

町営住宅再生整備事業（ウトロ香川第2団地解体・除却）

ウトロ高原団地Ｃ棟の建設に伴い、ウトロ香川第2団
地の2棟8戸の解体・除却を行う。
・S53年築1棟4戸・S54年築1棟4戸

町営住宅改善事業（かえで東団地）

かえで東団地の長寿命化対策として、手摺り設置・
外壁塗装・屋根葺替え等を年次的に進める。
・かえで東団地8号棟改修工事
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【消 防 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

9款1項
1. 消 防 費 ○ 230 230

○ 667 667

○ 323 323

○ 207 207

〇 19 19

○ 2,300 2,300

斜 里 地 区
消 防 組 合
負 担 金
(常備消防費 )

FRP製空気呼吸器用ボンベを年次的に更新し必要数を
確保する。（斜里１本）

消防車両タイヤ更新事業

はしご車の一部部品を交換し、隊員の安全確保と運
用の延命を図る。

通信指令設備及びデジタル無線設備ＰＣ購入事業（２期目）

空気呼吸器更新事業

経年劣化した空気呼吸器を更新する。

119番通報の受信から、出動指令・消防無線運用及び
情報処理等各種災害に迅速かつ的確に対応するため
のシステムＰＣ等を更新し、適正な稼働維持を図
る。
（備荒資金組合資金活用）

はしご車整備事業

空気呼吸器用ボンベ更新事業

購入から10年以上経過した消防車両のタイヤ及びホ
イールを年次的に更新する。
・斜里ポンプ１
・ウトロタンク２

分団積載車スパイクタイヤ更新事業
老朽化した分団積載車のスパイクタイヤを年次的に
更新する。
・第5分団積載車

備考事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

債務負担行為
（消防組合）
R4～R7
45,118千円

事 業 費 名款項目
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

1. 消 防 費 ○ 1,100 1,100

○ 74,909 73,200 1,709
辺地対策
事 業 債

斜 里 地 区
消 防 組 合
負 担 金
(非常備消防費)

斜 里 地 区
消 防 組 合
負 担 金
（消防施設費）

消防団員の防火衣一式を年次的に更新する。
・第6分団及び団本部 13人分。

消防団員被服購入事業

消防車両購入事業

大型水槽車を購入し、消防水利の不便地域などで長
時間放水と効率的な消火活動ができるよう消防力を
強化する。
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【教 育 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

10款1項
2. 事 務 局 費 ○ 1,423 1,423

○ 3,800 3,800

3. ○ 2,510 549 1,961

○ 4,383 4,383

○ 266 266

事 務 局
運 営 事 業 費

事 業 費 名款項目
財 源 内 訳

備考

学力向上、小中連携教育等、教育課程の編成や実施
上の課題について調査・研究を行うため、学校教員
等で組織する教育課程検討委員会の運営を行う。

予算額事業の目的・概要

斜里高等学校間口維持対策事業

斜里高等学校に遠距離から通う生徒の保護者に対
し、通学費及び自宅通学が困難な生徒の下宿代を助
成する。
・通学費助成：通学定期代、車両燃料費
・下宿代助成：下宿代の半額（上限30千円/月）

指導主事配置事業

学校の教育課程や学習指導その他学校教育に関する
専門的事項の指導を行う指導主事を1名配置する。

新・継区分

斜里高等学校振興会助成事業

斜里高等学校への支援として、通信講座受信料、模
試検定等受験料、部活動支援、インターネット環境
整備、生徒募集関係事業、研究大会参加等への助成
を行う。

スクールソーシャルワーカー配置事業

学校だけでは解決困難な、いじめ・不登校等、社会
的な課題を抱える児童生徒を支援するため、町内の
学校を巡回するスクールソーシャルワーカーを1名配
置する。

義 務 教 育
振 興 費

義 務 教 育
振 興 事 業 費

教育課程検討委員会運営事業
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目

財 源 内 訳
備考予算額事業の目的・概要

新・継区分

3. ○ 2,370 2,370

〇 2,237 2,237

〇 858 858 0
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

4. 財産管理費 ○ 864 146 718

10款2項

2. ○ 5,434 5,434

○ 900 900学校力向上事業

少人数指導や習熟度別指導などを推進するため、支
援講師を配置する。
・斜里小、朝日小 計2名

適応指導教室充実事業

不登校の児童生徒の学校復帰に向けて、相談や援助
を行いながら、学習活動、特別活動、サテライト事
業などを行う適応指導教室の充実を図る。

教育振興事業費

義 務 教 育
振 興 費

義 務 教 育
振 興 事 業 費

教員住宅整備事業（住宅借上）教 育 財 産
管 理 事 業 費

教育振興費

新学習指導要領の全面実施に伴い、小学校5・6年生
の外国語活動が外国語科となったことなどから、学
習活動に効果的なデジタル教材を整備する。

知床ウトロ学校の教職員住宅が不足することから、一般賃
貸住宅を借上げる。
・2戸

小学校教育活動支援講師配置事業

外国語デジタル教材整備事業

巡回型教育活動支援講師配置事業

新学習指導要領の全面実施に伴い、小学3・4年生は
外国語活動、小学5・6年生は外国語科が導入された
ことから、よりきめ細かい学習指導を行うため、巡
回型の教育活動支援講師を配置する（1名）。

学校長裁量による学校づくりを支援するため、校長
提案型の事業を推進する。
・斜里小、朝日小、知床ウトロ学校
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目

財 源 内 訳
備考予算額事業の目的・概要

新・継区分

2. ○ 1,000 500 500
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

3. ○ 7,417 6,000 1,417

過疎対策
事 業 債

10款3項
1. 学校管理費 ○ 31,000 31,000 0

過疎対策
事 業 債

2. ○ 2,683 2,683

○ 1,000 500 500
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

○ 300 300

特別支援教育支援員配置事業（小学校等）

普通学級に在籍する特別な支援が必要な児童に対し
て、特別支援教育支援員を配置する。
・斜里小2名、朝日小1名、知床ウトロ1名

斜里中学校吹奏楽楽器整備事業

斜里ジュニアバンド楽器整備事業

斜里小・朝日小の児童等で構成し、特色ある学校活
動となっている斜里ジュニアバンドの活動のための
楽器の更新・修繕を年次的に進める。

斜里中学校の吹奏楽楽器の更新・修繕を年次整備計
画に基づき進める。

学校力向上事業

学校長裁量による学校づくりを支援するため、校長
提案型の事業を推進する。
・斜里中

斜里中学校グラウンド等整備事業

グラウンド北側通路部の整備工事を実施する。
・通路整備工 26,000千円
・排水工、縁石工、施設整備工他 5,000千円

中学校教育活動支援講師配置事業

少人数指導や習熟度別指導などを推進するための支
援講師を配置する。
・斜里中1名

教育振興費

特 別 支 援
教育振興費

特 別 支 援 教 育
振 興 事 業 費

学校管理事業費

教育振興事業費

教育振興費 教育振興事業費
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目

財 源 内 訳
備考予算額事業の目的・概要

新・継区分

3. ○ 2,244 2,244

10款4項
1. ○ 2,062 625 1,437

2. 公 民 館 費 〇 180 180

〇 5,390 5,300 90
過疎対策
事 業 債

10款4項

4. 図 書 館 費 ○ 2,279 400 1,879
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

公 民 館 維 持
管 理 事 業 費

資料収集計画に基き、図書館に蔵書する図書館資料
の充実を図る。
令和5年度末で雑誌・地域資料を除き11万冊とし、20
年間での更新を図る。
・図書購入 1,050冊
・図書登録委託、図書整理用消耗品費

特別支援教育支援員配置事業（中学校）

普通学級に在籍する特別な支援が必要な生徒に対し
て、特別支援教育支援員を配置する。
・斜里中1名

川上分館の外壁及び屋根の劣化が著しいことから、
補修・塗装工事を行い、安定的な分館活動を促進す
る。

川上分館改修事業

斜里ユースまちづくり事業

各学校のコミュニティ・スクール活動を支援し、学校へのボ
ランティア等を通じた地域の参加体制を構築することによ
り、地域に根ざした学校づくりを推進する。

特 別 支 援
教育振興費

特 別 支 援 教 育
振 興 事 業 費

学校運営協議会活動事業社 会 教 育
総 務 費

学校運営協議会
活 動 事 業 費

次代のまちづくりを担う青年層の人材発掘・育成の
ため、斜里ユースまちづくり委員会への支援を行
う。新たな青年同士のつながりを創出しながら、自
らの住む斜里の地域を学び考える場を提供し、生活
課題や地域課題の解決につなげる。

図書館用図書購入事業

公 民 館 活 動
事 業 費

図 書 資 料
整 備 事 業 費

- 31 -



新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目

財 源 内 訳
備考予算額事業の目的・概要

新・継区分

4. 図 書 館 費 ○ 1,583 1,583

〇 123 123

○ 4,686 4,686

5. 博 物 館 費 ◯ 684 15 669
ス ポ ー
ツ・レク
リ エ ー
ション保
険掛金本
人負担分

5. 博 物 館 費 ◯ 2,090 2,090展 示 保 存
管 理 事 業 費

地域おこし協力隊事業（学校巡回司書分）

地域おこし協力隊の司書が学校巡回を行い学校と図
書館の相互協力・連携を積極的に図り、生徒・児童
の読書活動の推進と学校図書館の整備を支援する(1
名)。

図 書 資 料
整 備 事 業 費

博物館キッズ育成事業

小中学生を対象とした観察会や体験講座を月に１回
程度実施し、地域の自然や歴史に実際にふれる機会
を増やし、子供たちに机上ではない知識を学んでも
らう。

図書館システム用機器更新事業

令和元年度に行った図書館システム用機器の更新に
伴う、備荒資金組合への償還。
・カウンター・事務室等9台、自動貸出機2台

読書通帳機1台、一般町民用3台、各学校用4台ほか

ウトロ漁村センター図書コーナー用図書購入事業

農業資料等収蔵施設整備事業

農業関連資料を中心に博物館資料を集約して保管管
理するとともに、見学会の機会を設ける。また、樹
勢が衰えている桜園の回復措置や管理を行う。

地 域 お こ し
協 力 隊 事 業 費

博 物 館
活 動 事 業 費

ウトロ漁村センター図書コーナーに設置している本
の定期更新を行い、遠隔地の読書環境の充実を図
る。
・図書購入 60冊
・図書登録委託料
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目

財 源 内 訳
備考予算額事業の目的・概要

新・継区分

6. 〇 2,332 1,086 1,246

◯ 2,830 2,830

10款5項

2. 〇 924 924 0
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

〇 2,780 833 1,947
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

チャシコツ岬上遺跡保存活用事業

健康増進センター活用事業

健康増進センターに防球ネットを設置し、不足して
いるスポーツ少年団の活動場所として有効活用す
る。
・ネット設置工事費 833千円
・暖房費 899千円
・電気料 840千円
・消耗品等 208千円

国史跡チャシコツ岬上遺跡を適切に保存管理し、そ
の価値を広く一般に普及活用するために、遺跡公開
にむけた整備方針を含めて検討する。

老朽化により故障が頻発しているポンプモーターを
更新し、安定的な施設運営を図る。

ウトロ地域水泳プール改修事業

指 定 文 化 財
保 護 事 業 費

文 化 財
保 護 費

体育施設運
営 費

体 育 施 設 管 理
運 営 事 業 費

埋 蔵 文 化 財
保 護 事 業 費

埋蔵文化財センター移転事業

老朽化により施設の維持が困難となった埋蔵文化財
センターを旧以久科小学校に移転し、一部に収蔵展
示スペースを設ける。
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事 業 費 名款項目

財 源 内 訳
備考予算額事業の目的・概要

新・継区分

3. 〇 58,498 28,400 30,000 98

過疎対策
事 業 債

Ｂ＆Ｇ助
成 金

〇 551 551

〇 4,695 4,695

4. 〇 286 286 0
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

○ 473 473 0
ふるさと
応援「ま
なび」基
金

食中毒防止の観点から、給食の温度管理を行い、衛
生環境面を向上させるため、冷蔵庫を設置する。
・冷蔵庫（朝日小学校） 1台

地 域 お こ し
協 力 隊 事 業 費

給食用設備等更新事業

B&G海洋センターインストラクター養成研修事業

B&G海洋センター体育館改修事業

B&G海洋センター体育館の屋根を改修することにより
雨漏りを防ぎ、施設の長寿命化を図る。
併せて、照明器具を水銀灯からLEDに更新する。

給食用備品更新事業

米飯用食缶の経年劣化により、表面コーティングの
剥離、傷等が生じていることから更新する。
・給食米飯用食缶更新 27個

地域おこし協力隊事業（スポーツインストラクター分）

地域おこし協力隊を活用し、町民の健康づくり事
業、運動講座、地域密着型スポーツイベントの企画
運営等を行うことにより、スポーツによる地域交流
を創出し、地域活性化を図る（1名）。

学 校 給 食
センター費

学 校 給 食
供 給 事 業 費

B&G海洋センターに指導員資格保有者（センターイン
ストラクター）を配置するため、沖縄県で行われる
指導者養成研修を受講する。

海 洋 ｾ ﾝ ﾀ ｰ
管理運営費

海 洋 セ ン タ ー
体育館・プール
管理運営事業費

- 34 -



【国立公園内森林保全事業特別会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

1款1項

1. 〇 17,600 17,600 0

森林保全
基 金
繰 入 金

16,130
自然教室
参 加
負 担 金

1,470

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
事 業 費 名款項目

森 林 再 生
事 業 費

しれとこ100㎡
運 動 森 林 再 生
推 進 事 業 費

備考

しれとこ100平方メートル運動地森林再生推進事業

しれとこ100平方メートル運動地に原生的な森林生態
系を復元するための現地作業を実施する。
・100平方㍍運動地森林再生作業
・100平方㍍運動ホームページ管理
・森林再生専門委員会議運営
・アカエゾマツ密度調整
・しれとこの森交流事業運営など

事業の目的・概要
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【公共下水道事業特別会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

1款1項
2. 〇 5,000 5,000 0

下 水 道
使 用 料

1款1項

3. ○ 8,800 8,800 0
下 水 道
使 用 料

2款1項

1. ○ 119,965 46,600 68,200 1,120 4,045

下 水 道
事 業 債
34,100

過疎対策
事 業 債
34,100

受 益 者
負 担 金

2. ○ 3,825 2,800 388 637

下 水 道
事 業 債

受 益 者
分 担 金

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道
整 備 事 業 費

財 源 内 訳
備考

ポ ン プ 場
管 理 事 業 費

ポンプ場管理事業

新・継区分
予算額

特定環境保全公共下水道整備事業

ウトロ地区における下水道未整備地域の解消を図
る。
･汚水桝新設

公共下水道整備事業

斜里地区における処理場老朽化施設の計画的な更新
と下水道未整備地域の解消を図る。
･処理場設備更新業務

遠方監視設備一式
建築設備一式

･汚泥運搬車購入
･汚水桝新設

特 定 環 境
保 全 公 共
下水道整備
事 業 費

債務負担行為
R4 188,000

公共下水道
整備事業費

ポ ン プ 場
管 理 費

下水処理場
管 理 費

下水処理場維持
管 理 事 業 費

事業の目的・概要

公共下水道事業
整 備 事 業 費

下水処理場維持管理事業

老朽化した施設の適正な維持管理を行うため、経年
劣化した施設の計画的な補修を行う。
・焼却炉
・監視記録装置

老朽化した施設の適正な維持管理を行うため、経年
劣化した施設の計画的な補修を行う。
〈斜里〉
･第4中継ポンプ場
･朝日雨水ポンプ所
〈ウトロ〉
･ウトロ中央ポンプ所、第1ポンプ所、第10ポンプ所

事 業 費 名款項目
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【介護保険事業特別会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

3款1項
2. ○ 2,482 664 310 670 838

支払基金

○ 544 144 68 146 186

支払基金

事 業 費 名 備考款項目

高齢者の介護予防と社会貢献、住民同士の助け合い
活動の促進を目的として、介護施設等におけるボラ
ンティア活動に対して健幸ポイントを付与する。ア
クティブシニアの活躍の場の確保と介護従事者の業
務負担軽減を図る。

介護ボランティア健幸ポイント事業

予算額

健康意識向上事業

新・継区分
事業の目的・概要

一 般 介 護
予防事業費

一 般 介 護
予 防 事 業 費

財 源 内 訳

高齢者が健康づくりに興味を持ち、継続して健康行
動（いきいき百歳体操、ウォーキングの継続）に向
かう動機づけとして健幸ポイント（行政ポイント）
を付与し、町民の健康の保持・増進を図る。
・総事業費4,175千円のうち2,482千円計上

残額1,693千円は一般会計で計上
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【後期高齢者医療特別会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

1款1項
1. ○ 1,407 627 780

広域連合
支出金

287
諸収入

340

備考款項目 事 業 費 名

一般管理費 一般管理事業費 後期高齢者医療被保険者人間ドック助成事業

後期高齢者の人間ドックは、令和２年度まで広域連
合の長寿・健康増進事業により全額補助されてきた
が、制度廃止により全額自己負担となるため、令和
３年度から令和５年度まで、国保と同様に自己負担
3,000円で受診可能とする。

予算額
財 源 内 訳

事業の目的・概要
新・継区分
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【病院事業会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

収益的支出
1款1項

2. 経 費 ○ 2,069 2,069

資本的支出
1款1項

1. 建設改良費 ○ 2,636 1,089 1,547医療機器更新事業

備考事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

平成23年度に導入した全自動血液凝固測定装置の
メーカー取り扱いが、令和3年3月末をもって終了と
なることから、機器の更新を行う。

病院会計ｼ ｽ ﾃ ﾑ
更 新 事 業 費

医 療 機 器
更 新 事 業 費

病院会計システム更新事業

現行システムのサポート期間が終了していることか
ら、システムの更新を行い事務の効率化を図る。
・サーバー方式からLGWAN回線によるクラウド方式に

変更

事 業 費 名款項目
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【水道事業会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

資本的支出
1款1項
1. ○ 35,300 32,500 2,800

水道事業債

○ 29,183 29,183

○ 10,095 10,095

○ 49,000 46,500 2,500
水道事業債

○ 45,980 43,400 2,580
簡易水道事
業債
21,700
辺地対策事
業債
21,700

○ 3,960 3,960水道会計システム更新事業

現行システムのサポートが終了することから、シス
テムの更新を行い事務の効率化を図る。

メータ器更新事業（簡水）

計量法により8年経過メータ器の更新を行い、適切な
検針を実施する。
・201基

浄水場等施設改良事業（上水）

施設の改良により安定供給を図る。
・配水池内床防水塗装工事
・施設台帳作成業務委託

浄水場等施設改良事業（簡水）

新・継区分
予算額

財 源 内 訳

老朽管更新事業（上水）

老朽管の更新による漏水事故防止と耐震強化等を行
い安定供給を図る。
・工事1ヶ所
・実施設計業務委託

備考事 業 費 名

配 水 設 備
工 事 費

款項目

施設の改良により安定供給を図る。
・香川配水池送水ポンプ場非常用発電機設置工事
（建築）
・同上実施設計業務委託
・水道施設監視装置更新

老 朽 管 更 新
事 業 費

事業の目的・概要

メータ器更新事業（上水）

計量法により8年経過メータ器の更新を行い、適切な
検針を実施する。
・592基

メ ー タ 器 更 新
事 業 費

公 営 企 業 会 計
シ ス テ ム
更 新 事 業

浄 水 場 等
建設改良事業費
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